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企業概要

事業概要
注文住宅会社（売上高の90％）

徳島県注文住宅着工戸数
16年連続1位

売上高 年間引渡し棟数
44.0億円 177棟

(R1.7/1 ~ R2. 6/30)

社員数
社員71名 ＋ 専属大工さん55名

【会社の基本】
経営理念 「正直に王道を行く」
社訓 「親切に 丁寧に きっちりと」
社風 「自由 活発」
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【会社の目標】
お客様に感動される会社になる
社員の人間力を高める



地域課題への取り組み

中小企業基盤整備機構四国本部長賞（四国経済産業局） 経済産業省（2020年）

外務省HP取り組み事例企業に登録（2021年）

徳島県 BCP認定企業（2015年～）

とくしま協働の森づくり事業

日本SME格付け
S＆P Global Market Interllgense
14年連続取「aa」（2020年10月時）
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経営課題・地域課題について

人口減少
職人不足

建築価格上昇

競争激化

生産性向上

急速な少子高齢化と人口減少。住宅着工数が右肩下がりで減少。
建築現場の担い手不足。大工さんが少ない。特に若い大工さんはほぼ、
いない。
職人さん（基礎・屋根・電気・左官・タイル・土木工事）が特に少ない。

県外資本の企業も進出し競争激化。
今後、職人の奪い合いが起きて
「現場におけるモラルや技術力の低下・賃金の上昇」が見込まれる。

職人不足による賃金上昇
建築資材の価格上昇
建築価格に反映され、お客様の負担が増える。

木造住宅はハンドメイド。生産性向上が難しい。
情報化戦略の推進により、ITツールの導入を進めているが
業界的にIT弱者や零細企業が多く、全社・業者さんへの浸透が課題。
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環境問題への取り組み 地域脱炭素ロードマップに向けて私達のビジネスで今できること。

「実質ゼロ円太陽光 年間87棟の実績」
今後、「蓄電池や電気自動車（EV）との連携拡大」
実証モデルハウス 令和3年10月にオープン

良い点 悪い点

・補助金の効果が大きい
・市場も動き出している
・生活環境の向上

・ZEHの期間が短すぎる
・木造在来軸組工法の特性
上工期が長く
・人手不足により苦しんで
いる。

・太陽光発電（PV）のコスト
は大幅低下
・大手民間企業の取り組みに
より再生可能エネルギーの
採用が大きく増加

・爆発的な拡大の為には、蓄
電池や余剰電気の融通をし
易くなる環境整備が必要不
可欠
・他業界との連携によるビジ
ネスモデルの構築が未熟

・災害に強い家づくりの提案
・最先端省エネ機器類の提案
・ヒートポンプ 約10年前よ
りほぼ全棟採用
・エアコン1台で快適に住め
る家づくり
・計画換気システムの重要性
が高くなる

・省エネ等級4では断熱水準と
して不十分
（脱炭素に必要なレベルへの大幅な引き上げが必須）

・C値の気密測定の時期が各社
バラバラで発表。数値の信頼
性が悪化。

屋根貸し
再生可能エネル
ギー利用拡大へ

高性能住宅と
住まい方

住宅の省エネ性向
上へ

ZEH事業の積極的活用
（実績：徳島県第1位）

全棟 基本性能
ZEH+レベルの住宅へ
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地域の脱炭素と地方創生の実現

• 方向性は正しいと考えています。実現も可能だと思っています。
実現に向けて積極的に取り組んでまいります。
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□キーワード
・官民、民間異業種企業とのネットワーク構築

・お客様への訴求

・学びや体験の機会を創出

図：2021年10月発表モデルハウス CRASのコンセプト



国・自治体等に対するお願い

人手不足

EV・蓄電池の
浸透が遅い

伝えたいこと 要望事項

住宅ロードマップを現場で実行す
るための人手不足が今後益々、深
刻になる
特に地方では大工さん、職人捜し
が厳しく高齢化も進んでおり入職
者も少ない

・民間異業界（住宅会社・自動車業
界）の連携は皆無
・お客様の理解や認知度が低く、且つ
未来像を把握出来ていない

各企業同士の連携は、ほぼ皆
無。
建設労働組合等も動き出して
いる職人専門の紹介会社も出
てきているが・・
いずれも継続性に疑問あり。
国主導でスキームを策定して長
期に渡る実効性を担保しないと
今後、現場での職人不在。

小規模工務店の
生き残り

住まいの高性能化に取り残される一
部の小規模工務店や大工さんの仕事
が無くなり廃業にいたる。
地方を中心に過疎地域、山間部等の
災害時の家守りが不在になる

何らかのセーフティーネッ
トやアワードを考えてあげ
て欲しい

現状
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自治体や民間企業、民間異
業種との連携を行政が主導
して欲しい
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